
(単位:百万円)

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

634,438 1,720,312
4 28,055

634,434 1,691,554
702

9,490
5,059

971,388
195,275 11,959

1,783
160,973 17,542

118 254
202,132 154
411,104 7,788

446
4,759 3,491
4,759 5,132

275

64,827 76
42,501
21,597 3,249

727

14,391
12,337
2,053 ( 純 資 産 の 部 )

58 59,000

88,827 45,204
45,204

55,226
38,044 △ 11,539
5,916 △ 11,539
2,223 △ 11,539
1,227
3,815

201 92,665
3,796

7,994 477
477

△ 58

純 資 産 の 部 合 計 93,142

資 産 の 部 合 計 1,851,343 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,851,343

貸 倒 引 当 金

未 収 収 益 繰 越 利 益 剰 余 金
預 託 金
金 融 派 生 商 品
仮 払 金 株 主 資 本 合 計
そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産 その他有価証券評価差額金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 準 備 金
そ の 他 資 産

未 収 金 利 益 剰 余 金
前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

代 理 店 貸 資 本 金

再 保 険 貸 資 本 剰 余 金

負 債 の 部 合 計 1,758,200無 形 固 定 資 産

一 般 貸 付 仮 受 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金
土 地
建 物 価 格 変 動 準 備 金
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

預 り 金
貸 付 金 預 り 保 証 金

保 険 約 款 貸 付 金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

株 式 未 払 法 人 税 等
外 国 証 券 未 払 金
そ の 他 の 証 券 未 払 費 用

社 債 そ の 他 負 債

現 金 支 払 備 金
預 貯 金 責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金
買 入 金 銭 債 権

代 理 店 借
有 価 証 券

国 債 再 保 険 借
地 方 債

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

平成29年度（平成30年3月31日現在）貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

（1） オリックス生命保険株式会社



貸借対照表の注記

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

(1) 標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成8年大蔵省告示第48号）

(2)

11.

12. 当社は、オリックス株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用し
ております。

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っ
ております。

有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却
原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式
（保険業法第2条第12項に規定する子会社及び保険業法施行令第13条の5の2第3項に規定する子法人等のうち子会社を
除いたものが発行する株式をいう）については原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては3月末日の市
場価格等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均法)、時価を把握することが極めて困難と認められるものについ
ては、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原価法（定
額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。なお、その他有価証券の評価差
額については、全部純資産直入法により処理しております。

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
賃貸用有形固定資産
　定額法を採用しております。
営業用有形固定資産
　定率法（ただし、建物（平成28年3月31日以前に取得した建物付属設備、構築物を除く）については定額法）を採用
しております。
なお、有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却を行っております。

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥って
いる債務者に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認めら
れる債務者に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、そ
の残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上
しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署
が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

退職給付引当金（前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、計上しております。
退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

　退職給付見込額の期間帰属方法　給付算定式基準
　数理計算上の差異の処理年数　　各発生年度の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～19年）
　過去勤務費用の処理年数　　　　各発生年度の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年～19年）

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に従い、外貨建債券に対する為替変動
リスクのヘッジとして為替予約による時価ヘッジ、外貨建債券に対する金利変動リスクのヘッジとして金利スワップ
取引による時価ヘッジを行っております。
なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。ただ
し、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジに高い有効性があると想定すること
ができるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、
税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、
発生年度に費用処理しております。

責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しており
ます。

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式。ただし、特別勘定を設けた保険契約に係る
保険料積立金については、保険業法施行規則第69条第4項第3号に定める方式。

（2）
オリックス生命保険株式会社



13.

貸借対照表計上額 時価 差額

634,438 634,438 -

9,490

9,490

△0

9,490 10,071 581

969,674 995,776 26,102

403,796 403,796 -

114,721 140,824 26,102

451,155 451,155 -

4,759

4,759

△0

4,758 4,758 -

38,044 38,044 -

2,223 2,223 -

3,815 3,815 -

59 59 -

3,756 3,756 -

（2） 買入金銭債権
時価は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

（3） 有価証券
 ・市場価格のある有価証券
   3月末日の市場価格等によっております。
 ・市場価格のない有価証券
   取引先金融機関から提示された価格によっております。
   なお、非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構成されている
   ものについては、有価証券に含めておりません。
   当該非上場株式等の当期末における貸借対照表価額は、1,713百万円であります。

（4） 貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておら
ず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、
原則として帳簿価額を時価としております。

（5） その他資産（未収金及び未収収益）
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

（1） 現金及び預貯金
預貯金は全て満期のない預貯金であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価
額によっております。

貸付金

　保険約款貸付

　　△貸倒引当金（※2）

その他資産

　未収金

　未収収益

金融派生商品

　ヘッジ会計が適用されていないもの

　ヘッジ会計が適用されているもの

（※1）買入金銭債権に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

（※2）貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

　その他有価証券

保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険の販売（契約獲得）に
より固定金利（予定利率）で資金調達されている負債特性を十分に考慮し、金利変動による不利な影響が生じないよ
うに、当社では、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。
この方針に基づき、具体的には、公社債等の利付資産をポートフォリオの核とし、また、一部を不動産へ資産配分し
ております。
また、デリバティブ取引については、主として外貨建資産の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引、外貨建
資産の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ会計を適用しております。
ヘッジ会計の手法については、為替予約取引をヘッジ手段、外貨建債券をヘッジ対象とし時価ヘッジ、金利スワップ
取引をヘッジ手段、外貨建債券をヘッジ対象とし時価ヘッジを行っております。ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対
象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な
条件が同一である場合には、ヘッジに高い有効性があると想定することができるため、ヘッジの有効性の判定を省略
しております。
なお、主な金融商品として、有価証券及びデリバティブ取引は市場リスク及び信用リスクに晒されております。
市場リスクの管理にあたっては、リスク管理方針及び資産運用リスク管理規則に従い、定期的に時価及び時価変動額
を把握し、許容されるリスクの範囲内で適切な資産配分が行われていること等をモニタリングし、取締役会及び経営
会議に報告しております。
信用リスクの管理にあたっては、リスク管理方針及び資産運用リスク管理規則に従い、発行体及び与信先の財務状況
や与信金額が特定の企業、業種に集中していないこと等をモニタリングし、取締役会及び経営会議に報告しておりま
す。
一般勘定及び特別勘定の主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。

（単位：百万円）

現金及び預貯金

買入金銭債権

　貸付金として取扱うもの

　　△貸倒引当金（※1）

有価証券

　売買目的有価証券

　満期保有目的の債券

（3）
オリックス生命保険株式会社



14.

15.

16.

17.

18.

19.

20.

21.
      当期首現在高 628 百万円

      当期契約者配当金支払額 778 百万円

      契約者配当準備金繰入額 852 百万円

      当期末現在高 702 百万円

22.

23.

24.

25.

26. 保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額は4,755百
万円であります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

1株当たりの純資産額は45,214円89銭であります。

有形固定資産の減価償却累計額は8,754百万円であります。

保険業法118条に規定する特別勘定資産の額は422,607百万円であります。なお、負債の額も同額であります。

関係会社に対する金銭債権の総額は16,355百万円、金銭債務の総額は287百万円であります。

繰延税金資産の総額は13,404百万円、繰延税金負債の総額は1,695百万円であります。
繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、3,715百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金7,674百万円、繰越欠損金2,651百万円、最低保証に係る共
同保険式再保険契約に関する再保険貸1,350百万円であります。
繰延税金負債の発生の原因別内訳は、外国債券為替差損757百万円、過年度組織再編に伴う再保険貸の評価差額578百
万円、その他有価証券の評価差額185百万円であります。
当年度における法定実効税率は28.24％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の
主要な内訳は、評価性引当額の増減△18.61％であります。

貸借対照表に計上したその他の有形固定資産の他、リ－ス契約により使用している重要なその他の有形固定資産とし
て電子計算機があります。

契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。

関係会社の株式は97百万円であります。

保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備
金（以下「出再支払備金」という。）の金額は84百万円であり、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に
相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は106,792百万円であります。

すべての変額個人年金保険及び変額終身保険について、最低保証リスクを対象とする共同保険式再保険契約を締結し
ており、当該再保険契約に付された最低保証に係る責任準備金は法令等に基づき不積立としております。また、一部
の医療保険について、保険リスクを対象とする資産留保型共同保険式再保険契約を締結しており、当該再保険契約に
付された契約に係る責任準備金は法令等に基づき不積立としております。

消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、27,458百万円であります。

（6） 金融派生商品
為替予約取引の時価については、TTM、割引レート等を基準として算定した理論価格によっておりま
す。
金利スワップの時価については、公表されている市場金利を基準として将来キャッシュフローを現
在価値に割り引いて算定した理論価格によっております。

当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しており、当期末における当該賃
貸等不動産の貸借対照表価額は、58,326百万円、時価は、73,314百万円であります。
なお、時価の算定にあたっては、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によっております。

（4）
オリックス生命保険株式会社



27.

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 4,206 百万円

勤務費用 428 百万円

利息費用 37 百万円

数理計算上の差異の当期発生額 156 百万円

退職給付の支払額 △ 80 百万円

期末における退職給付債務 4,748 百万円

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 3,497 百万円

期待運用収益 76 百万円

数理計算上の差異の当期発生額 16 百万円

事業主からの拠出額 408 百万円

退職給付の支払額 △ 80 百万円

期末における年金資産 3,919 百万円

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 4,748 百万円

年金資産 △ 3,919 百万円

829 百万円

未認識数理計算上の差異 △ 792 百万円

未認識過去勤務費用 40 百万円

退職給付引当金 76 百万円

④退職給付に関連する損益

勤務費用 428 百万円

利息費用 37 百万円

期待運用収益 △ 76 百万円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 87 百万円

過去勤務費用の当期の費用処理額 △ 28 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 448 百万円

⑤年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。

債券 37 ％

株式 33 ％

生命保険一般勘定 24 ％

その他 6 ％

合計 100 ％

⑥長期期待運用収益率の設定方法

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 0.8 ％

長期期待運用収益率 2.2 ％

当社の確定拠出制度への要拠出額は、177百万円であります。

28.

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。

(3)確定拠出制度

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

退職給付に関する事項は次のとおりであります。

(1)採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付年金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠
出年金制度を設けております。

(2)確定給付制度

年金資産の長期期待運用収益率については、年金資産のポートフォリオの内容及びこれらのポート
フォリオから生じる長期期待運用収益率に基づいて毎期決定しております。長期期待運用収益率
は、従業員が勤務の結果として生じる給付を受けるまでの期間に、実際に資産から生じる長期の収
益率に近似するように設定されます。その設定にあたっては、年金資産のポートフォリオから生じ
た過去の実際の収益や様々な資産から生じる個々の独立した予定利率を含む、多くの要素を用いて
います。

（5）
オリックス生命保険株式会社



     　　平成29年度 　   損益計算書

     　　   (単位:百万円)
金　　　　額

  経        常        収        益 457,335

304,678
300,672

4,006
67,708
14,450

0
9,690

164
4,377

217
5,570

797
0

46,889
84,948
3,699

40
543

80,180
484

  経        常        費        用 414,899

308,561
37,278

112,414
37,286
88,386
2,180

31,015

4,474
4

241
1,951
1,120
1,156

90,979

10,883
35

7,413
3,380

40

13

  経        常       利　　　　　益 42,435

  特        別        利　　　　 益 0

0

  特        別        損         失 282
12

270

852

41,301

17

2,033

1,541

3,592

37,709

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

過 年 度 法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 金
減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

固 定 資 産 等 処 分 益

固 定 資 産 等 処 分 損
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

保 険 金 据 置 支 払 金

金 融 派 生 商 品 費 用

賃貸用不動産等減価償却費
そ の 他 運 用 費 用

解 約 返 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損

給 付 金

特 別 勘 定 資 産 運 用 益
そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金
保 険 金 据 置 受 入 金
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金

預 貯 金 利 息
有価証券利息・配当金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料
そ の 他 利 息 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益
為 替 差 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

科 目

保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

平成29年4月 1日から 

平成30年3月31日まで 

（6） オリックス生命保険株式会社



損益計算書の注記

1.

2.

3.

4.

5.

6. 金融派生商品費用には、評価益が8,384百万円含まれております。

7. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。

属性 会社等の名称
議決権の数の

所有(被所有)割合
（％）

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

再保険収入 1,439
再保険貸
（注2）

36,509

再保険料
（注3）

17,831 再保険借 350

関連当事者との関係

　関連当事者との役員の兼務等の関係はありません。

取引条件等

　（注1）再保険取引については、一般の取引条件と同様に設定しております。

　（注2）再保険契約に関して、一時払いの再保険料のうち前払再保険料に相当する部分を再保険貸に計上しております。

　（注3）前払再保険料のうち当期に費用として処理した12,599百万円を含んでおります。

8. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

関係会社との取引による収益の総額は1,116百万円、費用の総額は2,001百万円であります。

有価証券売却益の内訳は、国債等債券2,075百万円、株式等590百万円、外国証券2,904百万円であります。

有価証券売却損の内訳は、国債等債券33百万円、外国証券207百万円であります。

支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は14百万円、責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた
出再責任準備金繰入額の金額は97,670百万円であります。

1株当たりの当期純利益は、18,305円49銭であります。

親会社の
子会社

オリックス・リ
インシュアラン
ス・リミテッド

‐
最低保証に係る共同保
険式再保険契約（注1）

（7）
オリックス生命保険株式会社


